
マ
マ
に
し
っ
か
り
守
ら
れ

て
い
る
Ｙ
ち
ゃ
ん
は
１
歳
に

な
り
ま
し
た
。
「
お
友
達
が

ほ
し
い
」
と
保
育
園
入
園
を

切
望
し
て
い
ま
す
。

待
機
児
ゼ
ロ
を
公
約
し
当

選
し
た
濱
野
区
長
が
、
保
育

園
を
必
要
数
つ
く
ら
な
い
責

任
は
重
大
。
「
区
は
よ
く
や
っ

て
い
る
」
と
評
価
し
、
実
態

に
目
を
向
け
ず
反
対
す
る
与

党
に
も
重
大
な
責
任
が
あ
り

ま
す
。

【
３
つ
に
請
願
審
査
】

「
認
可
保
育
園
・
区
立
幼
稚

園
保
育
料
値
上
げ
と
す
ま
い

る
ス
ク
ー
ル
有
料
化
の
中
止

を
求
め
る
請
願
」

①
認
可
保
育
園
保
育
料
は
来

年
４
月
５
％
再
来
年
10
％
値

上
げ
。
（
多
子
軽
減
が
受
け

ら
れ
る
世
帯
は
減
額
あ
り
）

②
区
立
幼
稚
園
保
育
料
は
一

律
８
０
０
０
円
が
７
階
層
に

な
り
最
高
は
２
倍
の
１
万
６

０
０
０
円
に
。

③
す
ま
い
る
は
、
年
間
登
録

料
と
保
険
料
１
２
０
０
円
の

み
で
し
た
が
、
午
後
５
時
以

降
６
時
ま
で
の
利
用
は
月
３

２
５
０
円
、
７
時
ま
で
の
利

用
は
月
４
２
５
０
円
と
有
料

化
に
。

区
は
税
収
が
伸
び
基
金
は

38
億
円
増
え
８
１
５
億
円
に
。

少
子
化
改
善
の
た
め
に
も
経

済
的
支
援
の
充
実
を
求
め
る
。

（
共
産
の
み
賛
成
で
不
採
択
）

ＮＯ．４０５． ２０１５．１２．６．
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11
月
30
日
12
月
１
日
文
教
委
員
会
の
報
告
で
す
。
認
可
保

育
園
と
区
立
幼
稚
園
保
育
料
値
上
げ
中
止
、
す
ま
い
る
ス
ク
ー

ル
有
料
化
中
止
を
求
め
る
請
願
は
、
自
民
、
公
明
、
民
主
、

無
所
属
の
反
対
で
不
採
択
に
。
続
い
て
品
川
区
は
区
立
保
育

園
の
民
営
化
を
発
表
。
子
育
て
を
あ
た
た
か
く
応
援
す
る
社

会
が
求
め
ら
れ
て
い
る
の
に
、
区
は
「
受
益
者
負
担
」
「
民

営
化
に
よ
る
コ
ス
ト
削
減
」
を
掲
げ
子
育
て
に
冷
た
い
自
治

体
。
ど
の
子
も
幸
せ
に
育
つ
福
祉
社
会
を
つ
く
る
の
で
す
。



「
一
人
ひ
と
り
の
子
ど
も
が

大
切
に
さ
れ
る
品
川
区
を
求

め
る
請
願
書
」

①
待
機
児
解
消
は
認
可
保
育

園
の
増
設
で

②
保
育
園
に
園
庭
を
作
っ
て

③
子
ど
も
が
安
全
に
遊
べ
る

よ
う
に
公
園
・
広
場
な
ど
環

境
整
備
を
し
て
く
だ
さ
い
。

（
共
産
の
み
賛
成
で
不
採
択
）

「
品
川
区
私
立
幼
稚
園
児
保

護
者
負
担
教
育
費
軽
減
の
為

の
請
願
」

①
保
護
者
補
助
金
の
所
得
制

限
の
撤
廃

②
私
立
幼
稚
園
へ
の
更
な
る

支
援
・
助
成
金
増
額
お
よ
び

母
の
会
連
合
会
へ
の
助
成
金

の
要
請

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
調
査
で
は
、
日

本
の
教
育
予
算
は
加
盟
国
33
ヵ

国
中
最
下
位
。
共
産
党
は
子

ど
も
は
社
会
の
宝
、
税
金
投

入
を
増
や
す
こ
と
、
所
得
制

限
撤
廃
で
ど
の
子
も
大
切
に

育
て
る
。
私
立
と
区
立
両
方

の
負
担
軽
減
を
求
め
ま
し
た
。

（
全
会
一
致
で
採
択
良
か
っ

た
で
す
）

今年最後の無料法律相談会は１２月１８日（金）午後５時半から７時半 いいぬま事務所にて 弁護士と区議がお話を伺います。

品川区は子育て支援に逆行
区立認可保育園の民間委託化を発表

12月1日の文教委員会で、区は以下のように説明しました。
区立保育園は現在43園（直営のみ）あり、その運営にかかる経費は平成27
年度当初予算で約89億円（うち人件費は約54億円）。今後の就学前乳幼児

人口の動向を踏まえ、健全財政の維持および民間活力の活用の観点から区
立保育園の民営化を検討する必要がある。

目的：民間活力の活用と財政負担の低減

基本方針
１）区立保育園を当面５園程度（１年当たり１園）民営化。
２）区立保育園は区立幼稚園とともに乳幼児教育の中核とすることから、

相当数は区立のままとする。
３）当初は運営業務委託（公設民営）の手法をとり、検証しつつ民設民営
を検討。

今後のスケジュール
▼２０１５年度中に民営化基本方針策定、対象園の公表（総合判断）

▼２０１６年度から保護者説明会、運営事業者公募決定、準備
▼２０１９年度以降公設民営開始

いいぬまコメント
企業参入の保育園が急増する中、国と自治体が責任を持つ公設公営の区

立保育園は、「保育の質」を守る基準となります。利益を上げるのが企業、
人件費削減はワーキングプアを生み、保育士の離職は安定した保育を困難
にしています。区立保育園守れの運動を急いで！

白石たみお都議会議員からの情報で

「希望するすべての人をあたたかく受け入れる
都立小山台高校定時制の廃止に反対を」の一般

質問を行いました。区内中学卒業生の受け皿
（毎年５０人前後入学）である小山台定時制を
なくすなの声上げよう！大崎高校定時制卒業の

白石都議も頑張っています。


